
12年国調
  人  口 ７年国調 Ⅱ－５

増減 △567人 △0.8%
17.3.31 2.8% 2.9%
16.3.31 17.6% 17.9% Ⅰ－３
増減 180人 0.2% 79.4% 79.1%

決算額 構成比 増減率 経常一般財源等 構成比 新産 × 収

12,206,802 52.5 0.5 10,764,280 79.5 工特 ×

342,957 1.5 62.5 342,957 2.5 低開発 × 支

61,044 0.3 △ 7.2 61,044 0.5 産炭 ×

10,945 0.0 皆増 10,945 0.1 山振 × 状

13,388 0.1 皆増 13,388 0.1 離島 ×

756,227 3.2 11.7 756,227 5.6 過疎 × 況

87,331 0.4 △ 5.7 87,331 0.6 半島 ×
0 0.0 皆減 0 0.0 首都 ×

168,993 0.7 18.4 168,993 1.2 近畿 ×

240,890 1.0 △ 5.1 240,890 1.8 中部 ○

1,320,200 5.7 28.3 985,172 7.3 市町村圏 ○ 一

985,172 4.2 33.4 985,172 7.3 特定農山村 × 般

335,028 1.4 15.4 0 0.0 財政再建 × 職

15,208,777 65.4 4.1 13,431,227 99.2 指数表選定 ○ 員

15,079 0.1 △ 3.5 15,079 0.1 財源超過 × 等
135,274 0.6 1.7 0 0.0

625,821 2.7 0.0 56,980 0.4 定

84,301 0.4 10.5 0 0.0 数

2,804,404 12.1 0.7 - - 現年課税分 × × 1

857,786 3.7 △ 14.9 - - 95.7% × × 2

92,552 0.4 △ 43.1 22,898 0.2 94.5% × × 1

34,780 0.1 △ 51.9 - - 95.2% × × 1

338,320 1.5 153.3 - - × × 1

174,403 0.7 40.6 - - × × 1
328,283 1.4 19.3 8,120 0.1 × × 22

2,528,810 10.7 △ 15.8 - -
23,228,590 100.0 0.9 13,534,304 100.0

経常収支

比　　　率

6,914,434 29.9 △ 3.7 6,500,723

4,967,674 21.5 △ 2.2 4,636,172

3,314,380 14.4 5.1 918,252

2,428,302 10.5 4.6 2,337,626

2,427,545 10.5 4.7 2,336,869
757 0.0 △ 61.8 757

12,657,116 54.8 0.0 9,756,601

3,163,064 13.7 △ 2.9 2,619,742
191,553 0.8 △ 1.7 174,604

1,137,940 4.9 5.7 901,247
- - - -

2,898,976 12.6 13.0 2,714,738

43,651 0.2 19.0 40,000

投資及び出資金・貸付金 511,293 2.2 △ 9.2 165,443

前年度繰上充用金 0 0.0 - -

2,492,194 10.8 △ 0.6 905,377
164,842 0.7 △ 25.2 163,833

2,127,132 9.2 △ 15.1 709,187
186,359 0.8 △ 34.0 5,452

1,851,868 8.0 △ 12.5 701,724

88,905 0.4 △ 18.0 2,011

365,062 1.6 皆増 196,190

0 0.0 - -
23,095,787 100.0 1.1 17,277,752

172,989 1.2

870,924

 　教　　育　　費

 　災害復旧費

 　公　　債　　費

2,336,869

15.8

 　商　　工　　費

 　土　　木　　費

1,938,209

3,018,954

 　労　　働　　費

　 農林水産業費

2,522,058

250,112

787,672

2,782,960

7,466,470

248,654

滞納繰越分

10.4%
均等割

構成比

1.1

74.1%

3,000円 徴

収

率

区 分

市 民 税

純固定資産税

税 合 計

合 計

9.4%

76.7%

13.2%

公債費負担比率 13.4%

41,927

322,377土 地 開 発 基 金 現 在 高
収 益 事 業 収 入 0

議員公務災害

非常勤公務災害

10,410,011 85.3 0.0 0

0

79.9%

101,906 0.8 5.0
615,673 5.0 2.9

うち純固定資産税

軽自動車税
市たばこ税

（法定普通税計）

物　　件　　費
維　持　補　修　費

補　助　費　等
うち一部事務組合負担金

うち職員給

扶　　助　　費

公　　債　　費
内
訳

元利償還金
一時借入金利子

- -

1,653,924 11.2

決算額 構成比 増減率 充当一般財源等

Ａのうち普通建設事業費増減率

301,569 2.0

経常経費充当

-

2,337,626

1,328,748 2,428,302

13.1

繰 入 金

諸 収 入

地 方 債

人　　件　　費

　　　区　　　　　　　分

　 　歳　　入　　合　　計

繰 越 金

　　　　　　性　質　別　歳　出　の　状　況　　　　　　　（単位：千円・％）

一般財源等

6,001,637

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

交通安全対策特別交付金
分 担 金 ・ 負 担 金

使 用 料
手 数 料

地 方 交 付 税

　普　　通

　特　　別
内
訳

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金
特別地方消費税交 付金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

配 当 割 交 付 金

構成比

-

 　議　　会　　費

 　総　　務　　費

 　民　　生　　費

 　衛　　生　　費

40.6

特別土地保有税

法定外普通税

34,390人

5.9

平　成　１６　年　度
71,720人

産　業　構　造　・　就　業　人　口

　　　　　　歳　入　の　状　況　　　　　　　　（単位：千円・％） 市　　税 　の　状　況　　　　　　（単位：千円・％）

区　　　　　　分 区　　　　分 徴収済額

区分       １２    年    国    調 　　 　７　　年　　国　　調 12年国調
72,287人 都道府県名 団体名 市町村類型

人口集中地区人口

22 2089

決 　  算  　状　  況 住民基本
台帳人口

75,042人 第１次       1,004人 1,146人  7年国調 37,066人 シズオカケン イトウシ

伊東市74,862人 第２次       6,380人 7,014人 地方交付税種地
第３次      28,716人 30,957人 人口密度(H12） 578人

面　　積 124.13㎢ 静岡県

　指定団体等の 　　　　区　　　　　　分 16年度（千円） 15年度（千円）
　指定状況 歳入総額 23,228,590 23,027,245

0

2.0 0

増減率 超過課税分 22,852,842

歳入歳出差引 132,803 174,403

歳出総額 23,095,787

固定資産税

70,0002,272,917 18.6 △ 2.1
減税補てん債発行額

0 翌年度に繰越すべき財源 41,227

104,403

0 295,500千円 29,198単年度収支 △ 12,827

91,576実質収支
市民税

327,770 2.7

個人均等割

所得割

法人均等割

法人税割 317,041 2.6

107,431

△ 0.7

0.9

20.1

19.7

0

0

6,665,771 54.6 △ 0.8

6,592,456 54.0

実質単年度収支955,300千円
積立金取崩し額

臨時財政対策債
発行額

繰上償還金

0
11,199

　　　 　区　　　分
職員数 給料月額　（百円）

（人）  月額 （百円）

△ 72,8260

1,502 0.0 △ 5.5 １人当たり平均給料0

579 1,963,857- - - 一般職員 3,392

　（　一　般　財　源　計　）

- - - - 　 うち技能労務員 136 438,731

-

3,226

1,796,791 14.7 4.1 0 教育公務員 59 214,990 3,644

消防職員 106 374,228354,269 2.9 △ 1.9 3,530

1,442,522 11.8 5.7 0 臨時職員 0 0 0

0

　　　合　　　計 744 2,553,075　 3,432

　 一部事務組合加入の状況 特別職等 給料（報酬）月額 １人当たり平均給料

適用開始年月日 （報酬）月額　（百円）　  　合　　　　計 12,206,802 100.0 0.5

平成15年4月1日 8,500

ごみ処理 助　 役 平成15年4月1日 7,400

市　 長し尿処理

事務機共同 常備消防 教育長 6,800

退職手当 火葬場 収入役 平成15年4月1日 6,800

平成15年4月1日

中学校 議会副議長 平成4年4月1日 4,000

小学校 議会議長 平成4年4月1日 4,350

　　　　　区　　　　　　　分 指数等（単位：千円）

その他伝染病 議会議員 平成4年4月1日 3,700

　　　　　　目　的　別　歳　出　の　状　況　　　　　　　　　　（単位：千円・％）

      固定資産税　　　1.4/100 老人福祉

△ 0.5

△ 11.3

財政力指数（Ｈ１４～Ｈ１６平均）108,990

9,352,462

基準財政需要額 10,334,268

Ａの充当一般財源等

16年度

基準財政収入額

標準税収入額

32.3 10.2

12,391,789

33,959 標準財政規模 13,376,961

5,5015,501

284,149

0.923

83,253 0.4 △ 0.6

0.0 158,54110.9

31,584

実質収支比率 0.7%

経常一般財源等比率 101.2%1.1 △ 20.4 150,351

公債費比率△ 12.7 1,188,582

3.4 △ 6.1

12.0

139,600

369,770

18,100

   （ 義 務 的 経 費 計 ） 9,210,187 62.3

1,204,081 　消　　防　　費
757 0.0

15.8 29,022 起債制限比率（Ｈ１４～Ｈ１６平均） 9.9%5.2 3.9 68,691
8.4 193.9%131,717 112,261 地方債現在高比率△ 3.1

-

9.0

365,062

10.5

- 財政調整基金1.6

減債基金

皆増

4.6
積立金
現在高

-
9,717

特定目的基金 1,489,167

601,881

加入世帯数

-
100.0

国
保
会
計
の
状
況

0

交通災害共済

　歳　　出　　合　　計 19,648,767

療養給付費交付金精算額

被保険者１人当たり保険給付費

420,739

被保険者数

21,271

0

41,822人

△246,917千円

25,937,785

67,432千円

22,309世帯

△86,413千円

709,187
地　方　債　現　在　高
　 うち政府資金現在高

863,952

0

70,300

翌
年
度
以
降

物件等購入

実質的なもの

再差引収支

　補　　償 その他

388,000

経常収支比率　　　　85.7%

土地開発基金

国民健康保険 139千円

285 109千円
118千円

調定額（被保険者1人当たり）

652,000

（減税補てん債及び臨時財政対策債を

債 務 負 担 行 為 額

病院事業

下水道 1,118,500

　保　　証 公社等

繰　出　金

支
出
予
定
額

634,162その他
うち人件費

介護保険

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出
等

投資的経費

-積　　立　　金

繰　　出　　金

老人保健

観光会館

　　 歳　　出　　合　　計 （16年4月1日現在98.3）  

介護老人保健施設 14,000災 害 復 旧 事 業 費

失 業 対 策 事 業 費 合　　　　計

内

訳

普 通 建 設 事 業 費

　補　助

うち

　県　営 歳入一般財源等

17,410,555千円

　経常から除いた場合）  　単　独

1.1

実質収支
103,843

23,095,787

水道事業

経常経費充当一般財源等計

-

旧法による税

入湯税

都市計画税

目的税

内

訳

 　前年度繰上充用金

事　業　名

0

標準税率に
対する比率
1.0

-

適
用
税
率
の
状
況

市
民
税

個
人
分

 　諸 支 出 金

所得割

　　　　決算額　　Ａ

40,001

0

40,000

積立金 22,001

100,000

0

税務事務

12,667,417千円

9.4%

3,390,819

0.0

0.0

2,127,132

　 　区　　　　　　分

ラスパイレス指数

保険税収入額（1世帯当たり）

93.6%


